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1969 年 4 月 24 日第 1 回地震予知連絡会（以下，全委
員による会議を「本会議」と略記する．）が開催され，
萩原尊禮委員を会長に選出（以後，第 6 期まで萩原委
員が続けて会長に選出された．）するとともに，地震予
知連絡会の目的，機構，運営要綱等の確認が行われた．

1969 年 5 月 9 日第 2 回本会議から，全国にわたる具
体的な観測データの報告と検討が行われた．

同年 6 月 27 日第 3 回本会議において，本会議で報告，
検討されたデータ等をとりまとめ，事務局である国土
地理院が編集して「地震予知連絡会会報」として刊行し，
関係者に配付することが定められた．同年 9 月 26 日第
4 回本会議において「地震予知連絡会会報第 1 巻」が
配付され，翌年からは，会報を 2 月及び 8 月の年 2 回
作成することになった．また，第 4 回本会議 3 日後の
9 月 29 日に初めて記者説明会が開かれ，第 4 回までの
報告，検討内容についてまとめて説明が行われた．第
5 回本会議以後は，毎回，会議終了後に記者説明を行
うことになった．

発足後数年間の連絡会の活動は，定例的な本会議
（1971 年度以後は 2 ～ 3 か月ごとに年間 4 回），臨時に
開かれる本会議及びその都度メンバーが指名される小委
員会で行われていた．しかし，1975 年 11 月 20 日第 31
回本会議において，必要に応じて緊急的に，かつ，より
詳細に討議するため，次の 4 つの作業部会が設けられる
ことになり，委員の中から各部会長及び部会委員が指名
された（括弧内の委員が部会長）．①特定部会（萩原尊
禮委員），②関東（首都圏及び伊豆を含む）部会（茂木
清夫委員），③東海部会（浅田敏委員），④北海道（根
室地方）部会（字津徳治委員）．

1976 年 8 月 23 日第 34 回本会議において，地震予知
連絡会の運営に関して討議が行われ，副会長を置くこと
等が定められた．その席上，副会長には，浅田敏委員と
力武常次委員とが指名された．

1976 年 12 月文部省測地学審議会は「第 3 次地震予知
計画の再度一部見直し」を建議した．同建議は主として
①東海地域の観測を強化し前兆現象捕捉の可能性を高
め，これら各種観測データを集中し常時監視体制を整備
する，②更に，観測データに異常が見出された場合，こ
れが大地震に結びつくかどうかを判定する組織を整備す
るという 2 項目について強調したものであった．この建
議の趣旨に沿って，1977 年 4 月地震予知推進本部は「東
海地域の地震予知体制の整備について」を決定した．そ
の主な項目は，①観測の強化，②監視体制の充実，③判
定組織の整備であった．この決定に基づき，判定組織の
整備のため，1977 年 4 月 18 日，地震予知連絡会の内部

組織として「東海地域判定会」が発足した．この判定会
の庶務は常時監視の重視ということで気象庁が担当する
ことになった．判定会そのものは開かれることはなかっ
たが，定例の打ち合せ会が続けられた．しかし，地震予
知連絡会に設置されたこの東海地域判定会は，1978 年 6
月「大規模地震対策特別措置法」の成立を受けて 1979
年 8 月 7 日気象庁に地震防災対策強化地域判定会が設
置されるに伴って廃止され，その機能は後者に引き継が
れることになった．

1981 年度から第 7 期に入ったが，萩原尊禮委員は第
6 期限りで辞任され，1981 年 4 月 2 日第 54 回本会議に
おいて浅田敏委員が第 7 期の地震予知連絡会会長に選
出された．副会長には力武常次委員及び茂木清夫委員
が指名された．第 54 回本会議では部会の再編成につい
ても討議が行われた．その結果，北海道部会を特定部
会に吸収するとともに，関東部会と東海部会とを統合
して新たに強化地域部会として発足させることになっ
た．新しい特定部会長には力武常次委員，強化地域部
会長には茂木清夫委員がそれぞれ指名された．また，
萩原尊禮前会長は，名誉会長に推戴された．以後，第
11 期（1989 ～ 1990 年度）まで会長に浅田敏委員が選
出され，力武常次委員及び茂木清夫委員がそれぞれ特
定部会長及び強化地域部会長に指名され，あわせて副
会長に指名されている．

1991 年 4 月 1 日第 95 回地震予知連絡会において，
茂木清夫委員が第 12 期（1991 ～ 1992 年度）の会長と
して選出され，以後，第 16 期（1999 ～ 2000 年度）ま
で継続して選出された . また , 浅田敏前会長 , 力武常次
前副会長が名誉委員として推薦された．第 12 期から第
16 期までの間，茂木清夫会長より副会長には , 宇津徳
治委員（第 12 期～第 14 期），高木章雄委員（第 12 期
～第 13 期），青木治三委員（第 14 期～第 15 期），大竹
政和委員（第 15 期～第 16 期）及び石井紘委員（第 16 期）
が指名され，また，特定部会長として宇津徳治副会長（第
12 期～第 14 期）, 大竹政和副会長（第 15 期～第 16 期）が，
強化部会長として高木章雄副会長（第 12 期～第 13 期）
及び青木治三副会長（第 14 期～第 16 期）がそれぞれ
兼任した．また，1995 年 4 月 6 日第 114 回地震予知連
絡会において，高木章雄前副会長が名誉委員に推薦さ
れた．

2001 年 4 月 13 日第 142 回地震予知連絡会では，大竹
政和委員が第 17 期（2001 年～ 2003 年度）の会長とし
て選出され，以後，第 20 期まで継続して選出された．
また，茂木清夫委員が名誉委員に推薦された．第 17 期

２．1969（昭和 44）年度から2008（平成 20）年度（第 1期～第 20期）までの活動
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から第 20 期までの間，大竹政和会長より副会長には，
島﨑邦彦委員（第 17 期～第 20 期），岡田義光委員（第
17 期～第 19 期），平原和朗委員（第 20 期）が指名された．

わが国の地震予知計画は，1995 年の阪神・淡路大震
災を契機に全面的な見直しが行われた．測地学審議会
の『地震予知計画の実施状況等のレビューについて（報
告）』（1997 年 6 月）は，「今後とも前兆現象に依拠して
経験的な「地震予知の実用化」を目指すならば，（中略）
地震予知の健全な発展と成果の社会への適切な還元は
望めない」と指摘している．また，これ以降の計画にお
いては「到達度の評価が可能な目標を設定して，それに
向かって逐次的に計画を推進」することの重要性が強調
された．

1999 年度から開始された新しい地震予知計画では，
地震サイクルの全過程を解明し，これに基づいて地震発
生の予測システムを構築することが目標に据えられた．
この目標を達成するために，地殻活動のモニタリングと
予測シミュレーションを車の両輪とする観測研究が展開
された．2009 年度からは，新計画は火山噴火予知計画
と統合され，「地震及び火山噴火予知のための観測研究
計画」に移行した．

2008 年 7 月，科学技術・学術審議会は『地震及び火
山噴火予知のための観測研究計画の推進について』を
建議した．同建議では，地震予知連絡会の「設立当初
からこれまでの活動を積極的に評価し，今後は，観測
研究推進委員会と適切に連携・協力しつつ（中略），地
震活動・地殻変動等に関するモニタリング結果を中心と
した情報交換を行い，モニタリング手法の高度化を検討
する場として，その役割を明確化した上で充実する」こ
ととされた．

一方，阪神・淡路大震災の後に「地震防災対策特別
措置法」が制定され，これに基づいて，総理府（当時）
に地震調査研究推進本部が設置された（後に文部科学
省に移管）．これ以後，地震に関する評価は同本部の地
震調査委員会が所掌している．このため，第 113 回会合

（1995 年 2 月）における兵庫県南部地震の余震活動に関
するコメントを最後に，これ以後，地震予知連絡会は地
殻活動の評価に関する「統一見解」及び「コメント」の
とりまとめは行っていない．

このような状況の変化を踏まえて，地震予知連絡会
は数次にわたってワーキンググループ（以下，WG）を
設け，その在り方と活動の改善方策について検討を進め
てきた．WG の報告に基づき，地震予知連絡会は，その
活動内容と運営スタイルを新しい時代に即応させるため
に幾つかの措置をとってきた．例えば，第 146 回定例会

（2002 年 2 月）から，「トピックス」セッションが新設され，
その運営を担当するトピックス部会が設置された．第

152 回定例会（2003 年 5 月）からは，会議のテレビカメ
ラによる公開が，2005 年 3 月からは会報の Web サイト
上での公開が実施された．一方，第 163 回定例会（2005
年 4 月）では，強化地域部会及び特定部会が廃止され，
東日本部会，中日本部会，西日本部会に再編された．第
176 回定例会（2008 年 2 月）では，1970 年に指定（1978
年に見直し）した観測強化地域及び特定観測地域が解
消された．第 179 回定例会（2008 年 11 月）では，「トピッ
クス」に代わり「重点検討課題」セッションが新設され，
その運営を担当する重点検討課題運営部会が設置され
た．重点検討課題運営部会のメンバーには，平田直委員

（部会長）ほか 8 名の委員が指名された．
地震予知連絡会は，日本全国の地震活動，地殻変動

等についての情報交換及び検討を行う本会議と，必要に
応じて個別的又は緊急的テーマについて検討する部会に
よって活動を続けてきた．

以下では，地震予知連絡会の本会議，トピックス部会，
特定部会，強化地域部会及び東日本，中日本，西日本の
各部会の活動について記述する．

（1）本会議
地震予知連絡会設置当初は年 5 回程度本会議を開催

していたが，第 2 期のころから年 4 回程度の開催となり，
第 4 期（1975 年）からは現在と同様に，大地震の発生
に伴う緊急な討論や組織運営にかかる議論のために開
催された臨時の会議を除き，年 4 回のペースでほぼ 3 か
月ごと（5 月，8 月，11 月，2 月）に定例的に開催され
るようになった．発足以来 2008 年 2 月までの 40 年間に
180 回の本会議が開催された．

本会議においては，北海道から沖縄までの陸域・海域
を含む日本周辺全域にわたる地震活動，地殻変動等に関
する関係機関による地震予知に必要な観測データ及び参
考資料の報告とそれらに関する専門的立場からの総合的
検討が行われ，必要に応じてコメント又は統一見解がま
とめられた．報告，検討結果等の主なものについて，毎
回本会議終了後の記者説明会で発表及び説明を行って
きた．また，本会議翌日には，事務局である国土地理院
によって関係地方公共団体等に対する説明も行われた．
なお，地震調査研究推進本部設置後は，コメント及び統
一見解の発表，並びに，関係地方公共団体等への説明は
行っていない．

（2）トピックス部会
トピックス部会は前述のように，2002 年に設置され，

本会議の「トピックス」セッションで検討すべき課題
の提案を行う部会となった．トピックス部会は 2007 年
までに 4 回開催されたが，「地震予知連絡会　今後の活
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動展開の検討 WG（その 2）」の報告を受けてトピック
スは重点検討課題へ統合され，トピックス部会は廃止
された．

（3）強化地域部会
強化地域部会は前述のように，1975 年に設置された

関東部会と東海部会が 1981 年に再編成されて発足した
ものであり，南関東及び東海地域の観測強化地域の地震
活動についての検討を担当した．

1980 年代に検討・議論された主なものに，掛川～御
前崎間の水準測量による御前崎側の地盤の上下変動，伊
豆半島東方沖群発地震及び千葉県東方沖の地震がある．
また，「首都及びその周辺の地震予知」及び「同（その 2）」
をとりまとめ，地震予知連絡会地域部会報告第 2 巻及び
第 3 巻として刊行した．

1989 年以後の活動の中では，特定部会と連携し，地
震予知観測の成果を，全国を「北海道・東北地域」，「関
東・中部地域」及び「近畿・中国・四国・九州・沖縄地域」
の 3 つに分割して，地震予知連絡会地域部会報告書（第
4 巻，第 5 巻，第 6 巻）にまとめた．報告書は 1994 年
11 月に公表された．これらの報告書は，一部未刊行の
資料を含め，地震予知連絡会会報の各巻に分割掲載さ
れている資料を地震活動，地殻変動，活断層・活構造，
地下構造，地磁気・地電流，地下水・地球化学，プレー
ト構造と地震活動の項目に分類して整理統合し，必要に
応じ最新の成果を加え，再解析の結果をまとめて編集し
た．なお，前述のとおり，強化地域部会は第 163 回定例
会（2005 年 4 月）において廃止され，東日本，中日本

部会，西日本部会に再編された．

（4）特定部会
特定部会は，1975 年に設置され，1981 年には北海道

部会を吸収して，全国 8 か所の特定観測地域の地震及
び地殻活動について検討する部会となった．

1980 年代に扱われた主な検討事項に，男鹿半島の地
殻変動，1982 年浦河沖地震，1983 年日本海中部地震，
1984 年長野県西部地震等がある．1989 年以後の活動と
しては，1992 年 2 月 17 日から全国の特定地域について
地域ごとにレビューを行った．特定観測地域の位置づけ
の検討も視野に入れながらの議論である．それらの検討
の結果は，強化地域部会の担当する南関東，東海地域を
含めて，全国を「北海道・東北地域」，「関東・中部地域」
及び「近畿・中国・四国・九州・沖縄地域」の 3 つに分
割した地震予知連絡会地域部会報告書（第 4 巻，第 5 巻，
第 6 巻）としてまとめられ，1994 年 11 月に公表された．
なお，前述のとおり，特定部会は第 163 回定例会（2005
年 4 月）において廃止され廃止され，東日本，中日本部
会，西日本部会に再編された．

（5）東日本部会，中日本部会，西日本部会
東日本部会，中日本部会，西日本部会は前述のように，

強化地域部会，特定部会が 2005 年 4 月に再編成されて
発足した．2008 年 6 月 14 日の岩手・宮城内陸地震の発
生を受けて，2008 年 7 月 2 日に第 1 回東日本部会が開
催された．2008 年までの期間に，中日本部会，西日本
部会の開催はなかった．




